


























































































































ナチスは 1933 年 1 月に政権を握ると、約半年後の 7月 14 日に、障害者に対する強制断種





















T 4作戦による殺害が開始されたのは、1940 年 1 月頃からである。乳幼児の殺害に使用
されたのは薬物だったが、成人の殺害に使用されたのは一酸化炭素ガスであった。T 4作戦
は 1941 年 8 月まで続き、この間に殺害された人は、推定で 7万人とも 8万人ともいわれる。
T 4作戦は、親族を殺された者や教会関係者らの批判をうけて中止されるが、乳幼児の安楽
死は続行された。
おわりに
「生きるに値しない人間」を選別し、安楽死させたナチスの政策を、私たちは、私たちと
は無縁な「異常事態」と片づけることができるだろうか？
少子高齢化の急速な進展で福祉国家の行き詰まりが見え始めた日本で、私たちは、プロイセ
ン州保健審議会合同会議の議長が提起した問題に対して、どのように答えればよいのだろう
か。
福祉の先進国として名高いデンマークでは、たとえば知的障害者に対する手厚い公的扶助
の整備こそが優生政策拡大の引き金になった。
デンマークは、1929 年に「不妊化の許可に関する法律」を制定し、同性愛者もふくむ性
犯罪の恐れのある者の去勢手術と、精神病院や施設で暮らす「異常者」に対する不妊手術を
合法化した。手術には原則として本人の同意が必要とされたが、本人に法的な同意能力が期
待できない場合、後見人の代理申請によって手術を実施することが認められていた。
1933 年にこの断種法の見直しが開始されるに先立ち、デンマークでは同年 3月、「公的扶
助法」が制定される。この法律は、知的障害者のケアにかかる費用（衣食住、医療、埋葬に
いたるまで）をすべて国が負担すること、また国内のすべての知的障害者を収容できるよう、
国に対して施設を早急に増設することを義務づけた。ある意味では画期的なこの法律に関連
して、当時のデンマークのある医師は次のように述べている。
「この法律によって、国は財政面でのすべての責任を引き受けることになりましたが、ま
さにそうであるがゆえに、国は、欠陥のある個人のケアと、またそうした人間に子供を産ま
せない措置に関して、ある絶対的な権限を手にいれることになりました。」
（米本昌平ほか『優生学と人間社会』講談社現代新書、2000 年、116 ページより。）
そして 1934 年に可決された「精神薄弱者の処遇に関する法律」は、それまで任意だった
知的障害者の施設入所を強制することを合法化し、また入所した障害者に対して、本人の同
意を必要とすることなく不妊手術が行われることを定めている。
この法律は第二次世界大戦後もそのまま維持され、デンマークでは、1950 年代半ばまで
不妊手術の実施件数は増加の一途をたどったという。
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私たちは福祉国家のこの事実に驚くが、しかし、むしろ私たちは、デンマークの医師の言葉
に立ち返り、福祉国家であればこそ強制的断種等の優生政策が国民のあいだで説得力をもち
えた「からくり」をしっかりつかんでおく必要があるだろう。
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